
技術提案書提出に関する説明書 

 

用地造成事業 設計業務委託（その３）に関する手続開始の公示に基づく簡易公募

型プロポーザル方式による手続きについては、関係法令に定めるもののほか、この説

明書によるものとする。 

 

１ 手続開始の公示日 

令和７年９月５日（金） 

 

２ 業務概要 

 （１）委託業務名 

用地造成事業 設計業務委託（その３） 

（２）路線等の名称 

豊田貞宝次世代産業地区 

（３）履行場所 

豊田市貞宝町地内始め 

 （４）納入場所 

   愛知県企業庁企業立地部工務調整課 

（５）業務内容 

  ①打合せ・協議 

・打合せ・協議（初回、中間１０回、報告書提出時） 

・関係機関協議（１２回） 

②整地予備設計 

・計画宅盤高査及び土工量の検討 

・施工ステップ 

・消防水利計画 

・排水設計 

・土地利用計画 

・関係機関協議資料作成 

・用水パイプライン 

・亜炭層及び亜炭鉱廃坑対策 

・概算工事費の検討 

③調整池予備設計 

   ・調整池容量の検討 

   ・調整池構造物の形式・寸法の決定 

   ・関係機関協議資料作成 



④道路予備設計 

   ・排水施設（雨水・汚水）設計 

   ・交差点設計 

   ・橋梁設計 

   ・擁壁・補強土壁予備設計 

   ・概算工事費の算出 

⑤届出・申請 

・各協議機関への届出・申請書の作成 

⑥業務報告書の作成 

なお、業務の実施にあたって、業務内容には会議等で必要となる資料や報

告等の作成を含む。 

（６）業務費用 

概算額は、金261,624,000円（消費税及び地方消費税を含む）を想定している。 

（７）履行期間 

契約締結の翌日から令和８年１１月２０日（金）まで 

（８）その他 

ア 本業務に係る「簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示」の写し

は、別添－１のとおりである。 

イ 本業務の契約書（案）及び約款は別添－２のとおりである。 

ウ 仕様書は別添－３のとおりである。 

 

３ 技術提案書の提出者（以下「提案者」という。）に必要な要件 

 （１）提案者に要求される資格 

ア 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４の規定に該当しない

者であること。 

イ 参加表明書の提出日から本件業務の落札決定までの期間において、「愛知県が

行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24 年６月29 日付け

愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う調達契約からの暴力

団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置を受けていないこと。 

ウ 令和６年度及び令和７年度の愛知県企業庁における入札参加資格者名簿（建設

コンサルタント）において、都市計画及び地方計画の業種で総合点数が２８５点

以上の認定を受けている者であること。 

エ 国及び地方公共団体又は特殊法人等が発注した宅地造成設計業務（概略、予

備）の委託業務において、過去１０年間（平成27年４月１日から参加表明書を提

出する前日まで）に、元請けとして完了した実績を有すること。 

オ 民事再生法（平成11 年法律第225 号）第21 条に基づき再生手続開始の申立て



がなされていない者又は会社更生法（平成14 年法律第154 号）第17 条の規定に

よる更生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、民事再生法

に基づく再生手続開始の決定を受けた者又は会社更生法に基づく更生手続開始の

決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けたものにつ

いては、再生手続開始又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

カ 参加表明書の提出日から本件業務の落札決定までの間に、愛知県会計局指名停

止取扱要領、愛知県企業庁指名停止等取扱要領に基づく指名停止を受けていない

者であること。 

キ 参加を希望する者の間に、以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で

連絡を取ることは、愛知県建設工事関係入札者心得書第９条の２第２項の規定に

抵触する者ではない。 

（ア）資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合 

a 親会社等（会社法（平成17 年法律第86 号）第２条第４号の２に規定する親会

社等をいう。以下同じ。）と子会社等（同条第３号の２に規定する子会社等を

いう。以下同じ。）の関係にある場合 

b 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

（イ）人的関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、a については会社等（会社法施

行規則（平成18 年法務省令第12 号）第２条第３項第２号に規定する会社等をい

う。以下同じ。）の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続

中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。

以下同じ。）である場合を除く。 

a 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のう

ち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねて

いる場合 

(a) 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

① 会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等

委員である取締役 

② 会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

③ 会社法第２条第１５号に規定する社外取締役 

④ 会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている取締役 

(b) 会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

(c) 会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同



会社をいう。）の社員（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めが

ある場合により業務を執行しないこととされている社員を除く。） 

(d) 組合の理事 

(e) その他業務を執行する者であって、(a)から(d)までに掲げる者に準ずる者 

b 一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人（民事再生法第６４条第２項又

は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人をいう。以下同

じ。）を現に兼ねている場合 

c 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

（２）提案者の選定基準 

参加表明書の評価項目等は、以下のとおりとする。 

   なお、愛知県公営企業管理者企業庁長（以下「企業庁長」という。）は、参加

表明書及び参加表明添付書を提出したもの中から提案者を選定するが、参加表明

書を提出したものが多数の場合、評価点が高い５者程度を選定する。 

 

４ 担当局 

愛知県企業庁管理部総務課契約グループ 

愛知県名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460-8501） 

電話052-954-6671 (ダイヤルイン) 

メールアドレス kigyo-somu@pref.aichi.lg.jp 

 

５ 参加表明書の内容及び作成方法 

評価項目 評価事項 配点 

登録部門 

建設コンサルタント登録規程による、「都市計画及

び地方企画」の登録があり、以下の部門登録の有無 

登録部門：「道路」,「河川、砂防及び海岸・海洋」,

「施工計画、施工設備及び積算」,「農業

土木」,「土質及び基礎」,「地質」 

１０ 

同種業務実績 
過去 10 年間（平成 27年４月１日から参加表明書を

提出する前日まで）の会社での同種業務実績。 
１０ 

予定技術者の

同種業務実績 

予定している管理技術者において、過去 10 年間

（平成 27年４月１日から参加表明書を提出する前

日まで）の同種業務実績 

５ 

予定している記載された担当技術者において、過去

10 年間（平成 27 年４月１日から参加表明書を提出

する前日まで）の同種業務実績 

５ 

mailto:kigyo-somu@pref.aichi.lg.jp


参加表明書に記載する内容及び作成方法は別紙－１のとおりとする。 

 

６ 参加表明書等の提出期限等 

参加を希望する者は、次のとおり参加表明書並びに業務実績・業務経験として記

載した業務に係る契約書及び仕様書、資格を取得していることがわかる書類（登録

証等）等の写し（以下「参加表明添付書」という。）を提出すること。 

期限までに参加表明書及び参加表明添付書を提出していない者は、提案者として

選定されない。また、提案者として選定されなかった者は、技術提案書を提出する

ことはできない。 

（１）提出方法 

参加を希望する者は、参加表明書及び参加表明添付書を持参、郵送又は電子メ

ールにより提出すること。 

（２）提出期間 

令和７年９月５日（金）午前９時から令和７年９月24日（水）午後５時まで 

なお、持参の場合は、上記期間（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）の

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

郵送による場合は、書留郵便とし、令和７年９月24日（水）午後５時までに必

着で郵送する。 

（３）その他 

ア 参加表明書及び参加表明添付書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担

とする。 

イ 提出された参加表明書及び参加表明添付書は、返却しない。 

ウ 提出された参加表明書及び参加表明添付書を、提案者の選定以外に無断で使

用しない。 

エ 提出期限以降における参加表明書及び参加表明添付書の差し替え及び再提出

は認めない。 

オ 参加表明書及び参加表明添付書に関する問い合わせ先 

上記４に同じ。 

 

７ 技術提案書の内容及び作成方法 

技術提案書に記載する内容及び作成方法は別紙－２のとおりとする。 

 

８ 技術提案書の提出期間等 

本業務の提案者として選定された者は、選定通知書（技術提案書提出要請書）

を通知するとともに技術提案に必要な参考図面を送付するので、次のとおり技術



提案書を提出すること。なお、期限までに技術提案書が提出場所に到達しなかっ

た場合は、その技術提案書は特定されない。 

（１）提出方法 

提案者は、技術提案書を持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

（２）提出期間等 

令和７年10月９日（木）午前９時から令和７年10月30 日（木）午後５時まで 

なお、持参の場合は、上記期間（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の午前

９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

郵送による場合は、書留郵便とし、令和７年10月30 日（木）午後５時までに

必着で郵送する。 

（３）その他 

ア 技術提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 特定しなかった技術提案書は、提出者に返却する。 

ウ  技術提案書について、ヒアリングを行う場合がある。 

エ 提出された技術提案書を、技術提案者の特定以外に無断で使用しない。 

オ 提出期限以降における技術提案書の差し替え及び再提出は認めない。 

カ 技術提案書に関する問い合わせ先 

上記４に同じ。 

 

９ 技術提案書を特定するための評価事項 

（１）技術提案書の評価項目等 

技術提案書の評価項目等は、以下のとおりとする。 

なお、企業庁長は、提案者から提出された参加表明書と技術提案書の合計評価

点が最も高い提案書を特定する。 

 

10 非選定理由及び非特定理由の説明 

評価項目 配点 

実施体制 ５ 

実施方針 

工期短縮に主眼を置いた施工計画 １５ 

造成高の設定方針 １０ 

既存工場に近接した進入路橋梁の橋梁設計、施工計画 １０ 

亜炭鉱廃坑や軟弱地盤に対する検討 １０ 

濁水対策を始めとする環境対策 １０ 

関係機関協議や許認可手続き ５ 

業務工程 ５ 



（１）通知 

参加表明書を提出した者のうち提案者として選定しなかった者又は技術提案書

を提出した者のうち技術提案書を特定しなかった者に対して、選定又は特定しな

かった旨及びその理由（以下「非選定の理由」という。）を通知する。 

（２）説明の請求 

上記（１）の通知を受けた者は、企業庁長に対して非選定の理由について、次

に従い、書面により説明を求めることができる。 

ア 提出方法 

持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

イ 提出期限 

選定又は特定しなかった旨の通知をした日の翌日から起算して５日（日曜

日、土曜日及び休日を除く。）後の午後５時まで 

なお、持参の場合は、上記期間（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の午

前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

郵送による場合は、書留郵便とし、提出期限日の午後５時までに必着で郵

送する。 

ウ 提出場所 

上記４に同じ。 

（３）回答 

企業庁長は、上記（２）により説明を求められたときは、提出期限の翌日から 

起算して５日（日曜日、土曜日及び休日を除く。）以内に説明を求めた者に対し

て書面により回答する。ただし、技術提案書の評価における得点、技術提案書を

提出した他の者の結果等については回答しない。 

 

11 説明書に対する質問 

（１）質問の提出 

この説明書に対する質問がある場合においては、次に従い、書面（様式は自

由）により提出すること。 

ア 提出方法 

持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

イ 提出期間 

令和７年９月８日（月）午前９時から令和７年10月22日（水）午後５時ま  

    で 

なお、持参の場合は、上記期間（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の午

前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

郵送による場合は、書留郵便とし、令和７年10月22日（水）午後５時まで



に必着で郵送する。 

ウ 提出場所 

上記４に同じ。 

（２）回答方法等 

上記（１）の質問に対する回答は、以下のとおり行う。 

ア 回答方法 

質問者を匿名とし、県ホームページに掲載する。 

イ 掲載期間 

令和７年９月８日（月）から令和７年10月29日（水）まで 

 

12 契約書作成の要否等 

別添契約書（案）により、契約書を作成するものとする。 

 

13 支払条件 

契約書（案）及び約款のとおり 

 

14 その他 

（１）契約等の手続及び業務実施時において使用する言語及び通貨は、日本語及び日

本国通貨に限る。 

（２）参加表明書、参加表明添付書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合は、参加

表明書及び技術提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して、

愛知県企業庁指名停止等取扱要領に基づく指名停止を行うことがある。 

（３）業務の実施にあたって、参加表明書及び技術提案書に記載した配置予定技術者

を変更できるのは、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等の場合に限る。 

（４）電子メールを利用して書類を提出する場合、添付ファイルを含め１５ＭＢ以下

でなければ受け付けることができないので注意すること。なお、電子メールに

より書類を提出する場合は、受信確認を行うため、送信後に提出した旨を電話

連絡すること。県において電子メールの受信が確認できない場合には、当該書

類は期限内に県に提出されなかったものとみなす。 

（５）本件契約は、電子契約（立会人型電子契約サービスを利用して行う契約）又は

紙の契約書による契約手続きを選択できる。詳細は技術提案書の特定後に別途

連絡する。 

（６）問い合わせ先（関連情報を入手するための照会窓口） 

ア 参加資格及び参加申込全般に関する事項 

上記４に同じ。 

イ 業務内容に関する事項 



愛知県企業庁企業立地部工務調整課工務第二グループ 

愛知県名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460-8501） 

電話 052-954-7496 (ダイヤルイン) 


